
 

（別記２ 別紙様式第4号） 

 

令和６年 ５月 22日 

令和５年度女性の労働環境整備・活躍強化事業 

（女性農業者グループの活動支援）計画書 

 

１ 地域取組主体の概要 

名称  roughly 

所在地  長野県長野市若穂川田2252 

代表者  宮沢みえ 

主な組織の事

業内容（注1） 

【事業内容】農業者を繋ぐコミュニティ

運営 

https://roughly2022.com/ 

 

① 定期的なポッドキャスト等による音声配信 

・月1回配信 ・農業者へのインタビュー中

心 

② 勉強会開催 

・農業経営 ・コミュニケーション  

・販路拡大 ・就農環境 ・事業承継につ

いて   等 

③ 交流会開催 

  ・オンライン ・オフライン 

④ 活動内容の情報発信 

・HP ・Instagram ・Facebook  

・メール 

女性農業者の人数：87 人 

（注2） 

北海道：21名 

長野県：16名 

鹿児島県：14名 

愛知県：6名 

埼玉県：3名 

群馬県：3名 

山口県：3名 

山形県：3名 

栃木県：4名 

佐賀県：2名 

熊本県：2名 

山梨県：1名 

和歌山県：1名 

福島県：1名 

愛媛県：1名 

岩手県：1名 

静岡県：1名 

千葉県：1名 

奈良県：1名 

徳島県：1名 

岡山県：1名 

富山県：1名 

京都府：1名 

福井県：1名 



 

三重県：1名 

神奈川県1名 

（注1）主な組織の事業内容は、具体的に記載する。 

（注2）構成員の所在地が複数の都道府県に跨る場合、所在する都道府県名をそれぞれ記入すること。 

 

２ 事業実施体制 

               roughly 
 

 

 

 

 

 

（注）実施に必要な関係機関との実施体制を記載する。 

 

３ 女性農業者グループの立ち上げ、グループ活動の開始又は発展のための新たな取組に係

る計画 

（１）地域内で活動する場合（注） 

取組区分 
①商品等開発 ②先進地視察 ③会員募集・農業体験の受入等に係る取組  

④研修会 ⑤マルシェ開催に向けた取組 ⑥その他 

区分番号 時期 内容 
実施

回数 

参加する

女性農業

者の人数 

事業費

（千円） 

 

備考 
国庫補助金 

         

         

計      

（注1）取組ごとに具体的に記載すること。また、事業実施主体は、本計画をホームページへ公表する際

には、「事業費」及び「国庫補助金」の欄を削除すること。 

 （注2）「内容」の欄に取組の実施場所・範囲についても記載すること。 

（注3）「取組区分」から該当する区分番号を選択し、記載すること。 

  

 

 

運営担当 
【役員】3名 
・長野県 

・北海道 

・鹿児島県 

【アドバイザー会員】2名 
・埼玉県 

・長野県 

会員 
講師 

：勉強会のテーマ

に応じた方に依頼 勉強会・

交流会に

参加 

（全国） 



 

 

（２）都道府県を越えた連携・活動が含まれる場合（注） 

取組

区分 

①商品等開発 ②先進地視察 ③会員募集・農業体験の受入等に係る取組  

④研修会 ⑤マルシェ開催に向けた取組 ⑥その他 

区分

番号 
時期 内容 実施回数 

参加する女

性農業者の

人数 

備考 

⑤   R6. 

7.2 ～

7.3 

ア 【事業承継講習合宿】 

 全国に参加者がいるため、利便性の良

い東京にて1泊2日で事業承継講習会を開

催する。 

対面で行うことで講師や受講生同士が心

理的にも近くなること。また、2日に渡

って集中的に学ぶことにより、意識と知

識の定着をはかる。これにより 

事業承継について表面的な知識を得るだ

けではなく、継続的に取り組む環境を構

築する。 

１ 8名  

 ④ R6.8

～11 

イ 【オンライン事業承継講習】 

参加者は事業承継合宿に参加したメンバ

ーで行う。ワーク中心の講習により各自

の事業承継について実際に行動してい

く。 

また、その様子をグループのメールマガ

ジンやInstagramにて配信することで、

講習に参加していないメンバーや、事業

承継について意識が無い農業者に対して

知るきっかけをつくる。 

 

４ 8名  

計    

（注1）取組ごとに具体的に記載すること。また、事業実施主体は、本計画をホームページへ公表する際に

は、「事業費」及び「国庫補助金」の欄を削除すること。 

（注2）「内容」の欄に連携の内容、取組の実施場所・範囲についても記載（都道府県を越える連携・活動

内容について明記）すること。 

（注3）「取組区分」から該当する区分番号を選択し、記載すること。 

 



 

 

※必要に応じ、計画の詳細等を記載した資料を添付すること。 

※添付資料のうち、申請者のウェブサイトにおいて閲覧が可能な場合は、当該ウェブサイトのURLを記載す

ることにより当該資料の添付を省略することができる。 

※国が必要と求める資料については、求めに応じ、遅滞なく提出しなければならない。 

 ※第２の１の（５）の計画の承認申請においては、本様式中の「（実績）」を削除すること。 

 


